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《司会》 
これより海事関連講演会を開催いたします。 
司会進行を務めさせていただきます、私、国土交通省海事局船員政策課国際

企画室の熊上でございます。よろしくお願いいたします。 
本講演会は、財団法人 日本海運振興会のご協力を得まして開催するもので

ございます。 
 
本日は、インドネシア運輸通信省教育訓練庁海事教育訓練センターのジョ

コ・プラモノ所長をお招きしており、「インドネシアにおける船員養成および船

員教育事情」との演題でご講演いただきます。 
ジョコ・プラモノ所長は、平成 17 年 12 月に現職の海事教育訓練センター所

長としてご就任されています。 
現在、我が国は、インドネシアにおいて、JICA による「船員教育改善プロジ

ェクト」を実施しており、船員分野の専門家として独立行政法人 航海訓練所

の礒谷 潔氏を国土交通省推薦として派遣しております。 
また、国際協力銀行（JBIC）による円借款において、二つの船員関連プロジ

ェクトを進行中であり、我が国のコンサルタントと共に礒谷 JICA 専門家が調整

にあたっております。 
ジョコ・プラモノ所長は、これらの技術協力に関連したインドネシア側の担

当責任者として同国の海事及び船員教育全体に亘る将来構想を立案する、まさ

に要職についておられまして、大変ご活躍されております。 
一方、インドネシアは、日本商船隊への船員供給国の一つであり、我が国と

しましても、その船員養成等の現状には非常に関心が寄せられております。従

いまして、本日はこのテーマを取り上げてお話をいただくことにしております。 
なお、ジョコ・プラモノ所長の講演は約 1時間 20分程度を予定しております。 
講演の終了後には時間の許す限り質疑応答の時間を設けますので、ご質問の

ある方はその質疑応答のときにお願いいたします。 
それでは、ジョコ・プラモノ所長、よろしくお願いいたします。 
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《ジョコ・プラモノ所長》 
ご紹介どうもありがとうございます。 
まず、本日皆様にお集まりいただいたことに、感謝を申し上げたいと思いま

す。 
今回の訪問では、日本の船員教育について説明を受けたということもあり、

本日は、インドネシアにおける船員の教育訓練事情についてお話をさせていた

だきます。 
はじめに、自己紹介をさせていただきます。私、ジョコ・プラモノと申しま

して、海事教育訓練センターの所長に就任しております。着任してまだ３ヶ月

でございます。以前は別の分野の業務に就いておりました。 
本日は在京インドネシア大使館からヌグロホ氏も参加しておりまして、彼は

海上経験も有しており、海運総局の船舶検査官等の経験もありインドネシアの

船員問題については非常に詳しい方です。私の報告についても色々と補ってい

ただけるのではないかと思います。 
それでははじめさせていただきます。 

 
まず演題ですが、インドネシアにおける海事教育訓練の役割の増大というこ

とです。 
この海事教育訓練の果たす役割として、まずインドネシアには、教育に携わ

る様々な政府（公的）及び民間の機関がございます。 
資料の図のとおり、将来の期待に鑑み、能力を有し資格ある船員をどのよう

に養成するかについて、インドネシアが考える形を示しております。 
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しかしながら、将来のことを考える前に、まず、現状を見直すということが

必要です。インドネシアの船員教育訓練の現状ですが、これは一定の条件の下

に実施されてきました。 
まず、インストラクターの質が重要な問題になります。また、カリキュラム

には、新しいカリキュラムの導入を図って参りました。それから、国として定

める規制及び要件があります。さらに、教育訓練のための施設および設備機材

とともに、教育訓練そのものの質も重要です。 
インドネシアには、多くの船員教育機関がありますが、やはり資格要件を満

たす船員の養成を重要視していかなければなりません。これらは、さらに改善

を図っていく必要がありますが、その質という面で、国際的な基準を満たす船

員を養成するということが必要になってまいります。国際的に必要とされるス

キルにつきましては、特にグローバルな様々な問題に照らして考えていかなけ

ればなりません。 
IMO における STCW 条約及び改正 STCW 条約、ILO の船員に関する条約、

及び船員の身分証明、或いは、ITF の要件、さらに、今やグローバルな問題に

なっているテロ対策といった問題に対応する船員の養成が必要ということにな

ります。 
それから、地域レベルでは FTA、APEC、及び二国間ベースの海技資格の相

互認証も必要となってきています。 
さらに、国内では、教育大臣、あるいは自治大臣、あるいは船員の政策に関

わる省庁との協調・連携も必要となっております。 
 
次に、資格ある船員を育成するための養成、教育訓練に関わるプログラム及

び方法論については、次のような法律が整備されております。 
1992 年の法第 21 号、2003 年の法第 20 号、それから 2002 年の法第 37 号で

す。また、船員の配乗に関するものとしては、一番最近のもので 2005 年の

INPRES というものがあり、これは運輸通信省の省令です。 
教育訓練の上で欠かせない要素には、教育訓練の設備機材や施設があります。

民間機関も関わることですので出資者、投資家も重要です。この投資家は国の

内外を問いません。 
教育訓練にとって重要なものとして様々な規則があげられます。教育訓練の

内容、それらの習熟方法、さらに、それらを推進して監督する手法及び QSS プ

ログラムの整備です。 
ご承知のように、QSS プログラムは、現在、規制の要件に合わせて導入を図

っているところで、私自身の活動では日本の海運会社の協力も得て、資格ある

船員の養成を図っています。規制という意味ではこの制度の改善を図っていか

なければなりません。習熟に関しては、一部の人材（学生）についてさらに高
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い階層の学校に進学させることも考えて、必要な船員教育訓練を提供しなけれ

ばなりません。 
 
まず、教育訓練の根本は、やはり輩出する人材について、能力や技能をしっ

かりと身につけてさせ、プロフェッショナリズムを習得させることです。それ

により、以前に比べてより良い生活水準が実現できるようになることです。真

摯に教育訓練に取り組む必要があります。 
 
それから、FTA、APEC、WTO といったような形の自由貿易協定等、開かれ

た貿易投資が必要な時代に入ってきているということも、考慮しなければなり

ません。 
言い替えれば、サービスの世界でも競争原理が導入されるということであり、

基本的に変化が起こっています。その中にはハイテクを導入した海運サービス

も入っていますし、ダイナミックな環境の変化がみられるところで、人材育成

についても戦略的な考え方が必要になります。 
従って、インドネシア政府としては、能力を証明した資格ある船員を育成す

る教育において、変革を実現させなければならないと考えております。 
 
海事に関する現状のデータをご紹介いたしますが、インドネシアは現在、IMO

のホワイトリストに掲載されており、これはすべての国際条約を適用する形で

保持されなければなりません。これが現在のインドネシア政府における課題で

す。また、インドネシアは一部の地域で船員の余剰が見られ、この面でも改善

を図っていかなければなりません。さらに、インドネシアの港湾ならびに港湾

施設について、専門的な運営が必要になり特殊な訓練が必要とされています。 
次に、インドネシアにおける貨物輸送の状況ですが、海運では７億トンを扱

っており、しかもその 95％は外国の海運会社、とりわけ日本の海運会社が扱っ

ています。 
 
海事教育訓練については、資料に示す組織になっております。まず運輸通信

省があり、その基に教育訓練庁があります。そして、それに連携して私の所属

する海事教育訓練センターがあります。また、様々な商船大学及び海員学校が連

携しており、この中で点線に囲まれている海員学校は今後建設予定のものです。 
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資料の右側の方に移りまして、海運総局の下につながる船員関連の試験監督

委員会があります。また、海運総局の中に、海上安全・船員課があります。 
 
海事教育訓練センターの主な業務は、船員、インストラクター、外部評価者、

及び行政等のスタッフに対する教育訓練の実施、さらに全ての海事教育訓練機

関との連携のために調整を図ることです。 
また、果たすべき機能としては、訓練プログラムの認証のための要件を確立

すること、カリキュラム、シラバス、教育訓練教材、並びに、教育訓練用機器・

施設の配置及びその基準を設けること、さらに、全ての海事教育訓練機関に対

して QSS を通じた評価及びモニタリングを実施することです。 
当センターのビジョンは、海事教育訓練におけるプロフェッショナルを作り

出すことです。それによって、安全かつ迅速に、そして信頼し得る効率的な海

運サービスを提供することです。 
当センターの方針は、グローバル化の進む時代の中で、資格を有する人材を

育成すること、そして、改正 STCW 条約の適正実施、及び、IMO のホワイトリ

ストへの掲載を維持することです。また、十分な航海訓練を行うことができる

船舶（練習船を含む）を確保すること、及び、効果的な教育訓練現場の体制を

整え、それらを一貫性のある形で継続的に改善を積み重ねたいと考えます。さ

らに、海事の人材育成と安全、迅速かつ信頼できる商船隊との間においてシナ

ジー効果を図ること、国際海運に対して優れた資格を有するインドネシア人船
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員を養成することとも、シナジー効果を図ることも考えております。 
 
これが当センターにおける教育訓練の形態といったところであり、プロフェ

ッショナルとしての教育と機能的技術教育の２つの部分に分けられます。 
 

 
 
まず、船員の教育では、初等レベルと中等レベル、それから高等レベル、さ

らには有資格船員のプロフェッショナルな教育訓練と特別な能力・技能を身に

つけさせるための教育訓練があります。海事技術教育の分野では、例えば検査

官、ハーバーマスター等に対する技術訓練等の実施、或いは、港湾行政、航路

標識の設置技術、無線通信士及び PSC 官等、様々な分野があります。 
 
国際海事機関 IMO は、次のような組織になっております。 
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IMO には、総会、委員会、小委員会等が設置されており、「船舶運航の安全と

海洋環境保護」を目標として、ヒューマンエラー、あるいは海難を最低限に抑

えること、技術革新への対応、それから、危険物等の特殊貨物の輸送、或いは

旅客の輸送等について重点を置いています。そして、STCW 条約の適正な実施

は特に重視されているところです。 
 

ILO の海事労働条約には、船上で働く船員のために最低条件が定められてお

ります。そして、雇用条件、居住施設、リクリエーション施設及び食糧等も規

定されていますし、健康医療面のような福利厚生に関する事項も入っています。 
この条約は 2006 年 2 月に採択され、インドネシアでは、現在、それに関する

国内規則や規制の改正を行っている最中です。同条約の発効段階になりますと、

1,000 人以上の PSC 官が必要になると予想されます。 
PSC 官の養成については、研修訓練プログラムを実施中であり、日本に派遣

されて訓練を受ける者もおります。現在、インドネシアには 527 の大規模な港

があり、その内 141 港は国際港です。 
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今スライドでご覧に入れますのは、2006 年 1 月現在の船員に対する各種資格

証明書の種類およびその発行総数です。17 種類の証明書を示しております。次

のものは、海事教育訓練機関の種類と数を示しております。 
 

 
 
上部が政府関係の教育訓練機関の 8 校であり、下部が民間のものです。 
民間の方ですが、いわゆる大学レベルの職業訓練を行うところが 26 校、それ

から高校レベルの職業訓練を行うところが 58 校です。 
ただ、これをご覧いただくとおわかりのように、承認されている民間の教育

訓練機関の数が非常に少ないということになっております。 
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その次は、インドネシアの船員の数を表していますが、その COC を取得して

いる者が10万4千人余りで、COPを取得している者が16万2千人近くいます。

また、政府の教育訓練を修了した者は 2 万人余りです。 
年間の卒業生人数は、2005 年は約 1 万 3 千人であり、キャデットに該当する

のが 3,820 人です。 

 
 
今ここに、インドネシアにおける海事教育訓練が抱えている問題を列挙して

みました。 
まず、①設備・施設が不足・未整備であること、②カリキュラムについては、

現在、見直しが行なわれていること、③データ及びその報告体制についてもま

だ不十分な感が否めません。④教官については、特に民間教育機関において大

きな問題を抱えています。 
 
この民間機関では、やはり設備や施設の面でも不十分な点が多く、承認され

ている機関の数が少ないこともあり特に問題になっております。 
さらに、投資ならびに保守にかかるコストですが、今後さらに施設を充実す

ることになると、それに要するコストに加えて、維持管理にかかるコストが大

きな負担になってきます。 
やはり、船員の教育訓練は、ビジネスにならないものでもありますし、学生

達のほとんどは、貧困層の出身でもあるからです。 
これらの問題については、人材の育成を進めていくこと及び人材育成の質に

予算を重点的に配分する上で、これらに要する支出を費用と考えるのか、それ

とも投資と考えるべきか、私としてはやはり投資と考えるべきだと思っており

ます。このような形で問題の解決を図っていきたいと考えております。 
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インドネシアにとっては、IMO のホワイトリストに継続して掲載されること

が重要であり、そのために、政府としては、既にいくつかのドナー国からの援

助を受けています。また、国家予算の中でも少額ではありますが、すでに配分

をしています。 
オランダや JICA などからの助成も受けています。さらに、アメリカからも助成

を受けており、先ほど申し上げました６つの教育機関の整備に使われます。そ

れから、日本の国際協力銀行からの 9 千万ドルの協力を受けて、３つの海員学

校を新たに設立するということが、現在、予算として決まっております。しか

し、いろいろ問題がありまして、この３箇所のうち、ジャカルタ近郊のマウク

校しか、まだ出来ておりません。他の２校については、さらにもう１度入札に

かけるということになっております。また、海事教育訓練改善プログラムの予

算についても 77 億円をいただいております。 
 
次に技術革新ですが、まず業界として重点を置くのは、安全性とスピード、

そして、信頼性、電子データの情報交換です。それから研究開発と市場に提供

する生産というサイクルで考えていくことです。 
旅客輸送の安全性、高速化及び信頼性の向上では、古い従来の状況から右側

のような新しいシステム作りを目指しております。貨物ターミナルに加えて旅

客ターミナルを新たに作ること、それから船内の食事や居住施設も雑然と状況

からやはり人を尊重した形にしていくことにより、危険な航行を避けた安全な

航行を目指しています。 
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船員の教育訓練についても、今後は技術をベースとしたものを目指して、左

側のような古い手法から右側のような新しい手法に変更する予定です。 
 

 
 
例えば、操船訓練については、シミュレータの活用が当然のこととなってお

り、船舶の衝突予防については、船位確認のための海図ワークとともにレーダ

や ARPA 装置を活用する、すでに完成した形が整えられつつあります。また、

電子データに関する情報収集は、海運会社、荷扱業者、輸送業者等から、より

容易により迅速に手に入れることができるようになっています。 
 
次の図は、現在、政府の管轄下におかれている教育訓練機関です。左下のジ

ャカルタにかなり集中しておりますが、上部において２つのプランとなってい

るものは将来的な計画ということになります。 
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これはジャカルタ商船大学に関する映像です。 
次のスライドは、訓練プログラムとして、改正 STCW 条約に適合する科目の

実施を表しています。これをご覧になると、航海士コース、レーダ、シミュレ

ータといった様々な科目が訓練で行われているということがお分かりになろう

かと思います。 
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これは海技大学校の状況をあらわしております。これはその教育訓練のプロ

グラムです。これも海技大学校の設備機材の１部をご紹介しております。 
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次の映像は、セマラン商船大学です。訓練科目及び設備施設を紹介しており

ます。シミュレータ等の教育機材がご覧になれるかと思います。 
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これはマカッサルの商船大学です。こちらがその訓練科目です。設備機材等

の紹介では、スタジオ、ラボラトリ等が設けられております。 
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こちらはスラバヤ海員学校の施設です。そして、その訓練科目です。これが、

施設や設備の紹介です。 
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これはスラウェシの南にあるバロンボン海員学校です。その訓練科目と設備

です。 
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こちらが、新しく JBIC の円借款によって作られた教育機関であるタンゲラン

（マウク）海員学校のご紹介です。すでに、昨年に完成しております。航海士

コース、機関士コース、レーダ及びタンカー等の様々な科目があります。 
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こちらが先ほど申し上げましたジャカルタにおける船員教育訓練施設です。

このようなプログラムになっています。 
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これは、現在進行中のものも含めて当センターとその下におかれている様々

な教育機関のリストです。 
 

 
まとめに入りますが、インドネシア人船員の養成においては、国際市場、と

りわけ日本海運会社等で活躍できる資質のある人材の養成を現在目指している

ところです。 
また、ILO の条約についてはすでに幾つかの条約を批准しており、船員の身

分証明については、2007 年中にもその手法をご紹介できるかと思います。 
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JBIC による海員学校建設プロジェクトについては、すでにマウク・タンゲラ

ン校は建設済みですが、残された２箇所（パングカブランダン及びソロン）は、

現在手続きの途次にあり、規制により再び入札にかけなければなりません。た

だ、向こう３ヶ月以内の着工は難しく、2006 年 5 月 28 日がローン返済期限と

設定されているのですが、それまでには進められないようです。 
海事教育訓練改善プロジェクトについては、現在、技術スペックに合わせた

再評価が行われております。そして近々入札のプロセスにかけられることにな

っております。 
資質基準制度（QSS）のベースとなるプログラムは、現在進められている最

中ですが、今年中にはこれが構築できるのではないかと思っています。 
 
以下は、私からの提案です。 

(1) インドネシアの船員数が余剰であるということに関して、外国の海運会社、

とりわけ日本海運会社に是非ともインドネシア人船員の雇用を促進してい

ただくことを期待します。 
(2) 教官の交流プログラム、奨学金を外国からいただければ、海事教育訓練機関

の教官の質を向上させることが出来ると考えております。 
(3) 海員学校を設立するプロジェクトに対し、さらに融資をお願いしたいという

こと。 
(4) 機材や施設への投資、あるいは維持の為の費用をどう工面していくかという

ことが課題であること。 
(5) 教育訓練機関の評価及びモニタリングのためのデータベースを構築する正

確な制度が必要になっていること。 
 
以上で私の話を終えたいと思います。 
皆様のご静聴に感謝すると共に、私の今回の講演が皆様には不十分なご説明

でありましたらお詫び申し上げたいと思います。 
 
《司会》 
ジョコ・プラモノ所長、ありがとうございました。講演開始から約１時間強

の時間が経過しております。ここでコーヒーブレイクといたしたいと存じます。 
その後、質疑応答の時間を予定しておりますので、開始時間を４時３０分と

いたしたいと存じます。それでは休憩時間といたします。 
 
～～～休憩～～～ 
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《司会》 
時間になりましたので、講演会を再開いたします。それでは質疑応答に移り

ます。 
 
《質問①》 
すばらしいプレゼンテーションありがとうございました。 
２つほどお聞きしたいことがあります。 
１つ目は、民間の海事教育機関が多数あるにもかかわらず、現状はなかなか

承認される数が少ないとのことですが、将来的にはこれらの未承認の海事教育

機関が徐々に承認されるのか否かを教えてください。 
２つ目は、日本海運会社を雇用先として期待されているようですが、インド

ネシアの場合、宗主国であったオランダとの関係も強いと思っています。日本

の他に、現在、どのような国の海運会社に雇用先があるのか教えていただけれ

ばと思います。 
よろしくお願いいたします。 

 
《ジョコ・プラモノ所長》 
ご質問について感謝を申し上げたいと思います。 
確かに民間の教育訓練機関については問題を抱えております。 
その多くが教育訓練機材、設備及び施設の面で不備があるため、政府が承認

する民間の機関が数少なくなっています。承認できない理由としては、IMO の

規制がありますので、やはり基準を満たさなければ承認できません。 
民間の施設においては、実験室、シミュレータ等の設備を整備しようとして

も、なかなかその予算や投資が足りないという事情があります。政府としては、

この政府所管の海事教育訓練施設と共に、統合した形で民間施設にも利用を図

ることを考えているのですが、今のところ、政府の機関の方はキャパシティが

一杯になっており、なかなか実現できないというのが現状です。 
将来的には、やはり何らかの解決策を考えなければなりません。やはり、国

内の投資家等も含めた投資に期待するところがあります。それから、政府が助

成金を出す等、何らかの手立てが必要になろうかと思います。 
次に、２番目のご質問でありますが、確かにオランダとは緊密な関係があり

ますが、オランダの海運会社がインドネシア人船員を率先して雇用するほど緊

密な関係になっていません。 
しかも、国際的に、これは一部の船員に過ぎないのですが、インドネシア人

船員について悪評がたっているということもありますので、これからは、ILO
の条約に基づき、船員の身分証明についてもしっかりと整備していきたいと思

っております。 
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船員を選ぶ際には慎重に選定をして、厳しく審査を実施することを考えてお

ります。 
日本の海運会社にもインドネシア人船員の雇用に関しては様々な問題を抱え

られていることは理解しております。例えば、アメリカのビザが取得できない

といった問題にも直面しています。 
将来的には、改善を重ねインドネシア人船員の評判の悪さを払拭したい、特

に、国際テロ組織に関連する者が存在しないという、しっかりとした証明をし

たいと思っております。 
大使館のヌグロホ氏から補足してもらいたいと思います。 

 
《ヌグロホ氏》 
多くの民間学校が承認されない理由には、当初の STCW 条約と改正 STCW 条

約の間に違いがあるためです。 
現在では、高度な技術及び資格が要求されており、多くの民間の教育機関が

この必要な要件を満たせないということがありました。IMO のホワイトリスト

に掲載されるステータスを維持するために、不十分な教育機関は承認できない

ということになったわけです。 
ですから、私がインドネシアの運輸通信省に在職していた時に決定されたこ

とですが、徐々に国際的な要件を満たす方向性を提示し、教育機関に対する要

求事項を厳しくしてまいりました。 
内航海運のほうでも、やはり人手不足という状況がありますので、そちらの

職域で雇用可能なような、５クラスの航海士の資格取得を設定しました。以前

は３クラスの船員の養成を行っていたところ、養成レベルを格下げして内航海

運への雇用拡大を図ったものです。 
 
２番目の質問について、改正 STCW 条約の中には海技資格の承認に関して定

められております。すでに、日本との間では、その協定を締結しておりますの

で、日本籍船に乗船するインドネシア人船員も増えてきているかと思います。 
いずれにせよ、今や競争の時代ですので、我々も自国船員の信頼性を向上さ

せるべく努力を重ねております。 
 
《質問②》 
２つばかり教えていただきたいと思います。 
１つ目は、インドネシアにおいて商船大学はポリテクニックだと思うのです

が、他の一般的なポリテクニックと比較して、どのレベルの位置づけにあるの

か、入学を希望する学生が、どの程度の評価を受け止めているのかをお聞かせ

ください。 
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２つ目は、最後のところで、所長からのご提案なり、あるいは問題提起が出

されていたのですが、JBIC のスキームにおいて海員学校を３校設立する予定と

のお話ですが、かなりの数の海員学校を新設するということの狙いは海外の船

社に対しても職員ではなしに、部員をさらに供給したいということであるのか、

或いは、自国の外航船員が不足しているので、それに対応する新しい海員学校

を作りたいということなのか、そこを教えていただきたいと思います。 
 
《ジョコ・プラモノ所長》 
私のほうから答えて、またヌグロホ氏に補足してもらいたいと思います。 
まず、ポリテクニックについては、卒業生はいわゆる３クラスのレベルに相

当するということです。高校を卒業した後４年間の訓練ですので、大学と同じ

レベルということになります。 
それから、JBIC のスキームに関連した海員学校の建設ですが、これは高校の

卒業生に相当するので、５クラスに相当します。 
その後、OJT によりさらに知識を積むことにより上のクラスの資格を目指す

者、また、ジャカルタ商船大学または海技大学校に入学する前に、その教育訓

練を受ける者もいます。 
海員学校の必要性については、内航海運だけではなく、例えばオランダなど

の海運会社は、外航船にマウク・タンゲラン海員学校の卒業生を受け入れてい

ます。E メール等の通信手段により情報を交換して、直接に採用する情報を得

ております。 
 

《ヌグロホ氏》 
ポリテクニックに入学する資格は、高校卒業レベルが要求され、ポリテクニ

ックを卒業した後には、一応、二等航海士レベルの資格は得られます。 
インドネシアの試験制度は少々他国と異なるところがあり、独立した機関と

して、国家試験委員会が設置されており、その委員会の議長を務めているのは、

運輸通信省の海上安全・船員課長です。私も以前は試験官の一人として就いて

おりました。船員は、国家試験を受けて海技資格を得る形になります。 
 

《司会》 
大変申し訳ありませんが、会場の時間等の都合で最後の質問とさせていただ

きます。 
 
《質問③》 
インドネシア人船員と多少の付き合いがありまして、現在、私達の運航する

船舶では、韓国人とインドネシア人のファーストエンジニア、チーフオフィサ
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ーといった形の混成配乗を行っております。 
（配布した冊子資料において）42 ページでいただいたリストでは、３クラス

までの船員は非常に多いのですが、１クラスと２クラスについては、これが少

なく、また、先ほどからのお話で、プライベートのスクールでは、高級船員を

作ることが非常に難しいようです。 
48 ページのリストでは、１クラスについては、年間 100 名程度が輩出される

と思うのですが、これから高級船員を作るにあたって、我々の海運船会社とし

て、どのような協力ができるのかを含めて、年間どの程度の高級船員が輩出で

きるのかという見通しを教えていただきたいと思います。 
 
《ジョコ・プラモノ所長》 
非常に専門的な質問でありますので、やはりヌグロホ氏にお願いしたいと思

います。 
 
《ヌグロホ氏》 
改正 STCW 条約が施行される前と比べて、他の国からも監査が入るというこ

とですので、教育訓練自体の質が重視されるようになり、卒業生の数も以前に

比べると減少した事実があります。 
例えば、設備とか機材とか寄付をいただければ、学校の質も上がることもあ

ろうかと思います。それによって、教育機材等の整った教育訓練機関の卒業生

の雇用も進むではないかと考えております。 
以前、ホワイトリストに掲載されるために IMO へ提出する報告書作成に携わ

りました。しかし、運輸通信省を離れてもう５年になりますので現在の同省の

方針は私には分かりかねますが、ジョコ所長のご努力をいただいて、徐々に改

善されることを期待しております。 
以前、マニラの船員教育訓練学校を訪れた際に、海運会社と海員組合が協力

して学校を運営することを視察いたしました。インドネシアにおいても、その

ような協力体制の可能性もあり得るかと思っております。例えば、ポリテクニ

ックのレベルでそのようなシステムが可能になればと考えております。 
 
《司会》 
さらにご質問をいただきたいところではございますが、会場の時間もまいり

ましたので、以上をもちまして本日の講演会を終了させていただきます。 
本日はジョコ所長、どうもありがとうございました。 
また、ご来場の皆様、ありがとうございました。 
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